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① 自治基本条例の見直しについて             【資料１】 

② 参画と協働のまちづくりフォーラムについて       【資料２】 

（２）報告事項 

① 地区公民館の幅広い活用に向けて            【資料３】 

 ② 協働のまちづくりガイドライン進捗状況について     【資料４】 

（３）その他 

４ 閉  会  
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場所 市役所本庁舎６階第７会議室 



鳥取市市民自治推進委員会委員 

【R５.4.1～R７.3.31】 

役職 氏  名 所 属 等 区分 

委員長 中川
ナカガワ

 玄
ゲン

洋
ヨウ

（特非）bankup 代表理事 
民間団体に

属する者 

副委員長 鈴木
ス ズ キ

 伝男
ツ タ オ

公募委員 
公募による

者 

委員 

倉持
クラモチ

 裕
ヒ ロ

彌
ミ

公立鳥取環境大学経営学部准教授 
学識経験の

ある者 

佐藤
サ ト ウ

 匡
マサシ

鳥取大学地域学部准教授 
学識経験の

ある者 

谷口
タニグチ

 真澄
マス ミ

鳥取市自治連合会副会長 
民間団体に

属する者 

椿
ツバキ

 善裕
ヨ シ ヒ ロ （公財）とっとり県民活動活性化

センター 企画員 

民間団体に

属する者 

徳田
トク ダ

 昌子
マサ コ

鳥取市連合婦人会副会長 
民間団体に

属する者 

松本
マツモト

 美
ミ

智恵
チ エ （社福）鳥取市社会福祉協議会  

地域支え合い支援課長 

民間団体に

属する者 

神部
カン ベ

 みゆき 公募委員 
公募による

者 

田中
タナ カ

 精夫
ヨシ オ

公募委員 
公募による

者 



条例見直しに関する検討状況 

① 自治会について                        

【本委員会・小委員会で挙がったご意見】 

・条例等で加入を促進していく政策を積極的に進めていただきたい。基本条例が難しい場

合は、「札幌市未来につなぐ町内会支えあい条例」のような自治会加入の条例を別で定める

ことも検討いただきたい。 

→任意団体に対して加入促進を謳うことは本条例にはそぐわない。札幌市についても、

自治基本条例とは別で自治会加入の条例を定めており、鳥取市において別で定めるか

どうかは今後検討を続ける必要がある。 

・条例上に「自治会」を位置づけることは可能。 

・自治会に対する市民・市の関わりを明記したほうが良い。 

→自治会に対する市民の関わりを明記するのは難しい。自治会と市の関わり方であれば

検討が可能と思われる。（自治連合会と市の関わりから検討をすることも一つ。） 

【見直し（案）】 

■自治会の定義 （第２条に新規追加を検討） 

（●）自治会 地域的な共同活動を通じ、住民が相互に助け合い、支え合いながら、暮ら

しやすい地域社会の維持及び形成することを目的として、市内の一定の区域を単位とした

住民の地縁に基づいて形成された、町内会、地区会などの住民組織をいいます。 

※地方自治法（第二百六十条の二）の書きぶりを参考に見直し（案）を作成 

■自治会の役割 （第１３条関係に新規追加を検討） 

第●条の● 自治会は、自治の精神に基づき、住民相互の連絡調整を図るとともに、住民

の福利を増進することにより、豊かで住みよい地域社会の実現に努めます。 

※鳥取市自治連合会会則（第３条）の書きぶりを参考に見直し（案）を作成 
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② 定義について                        

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによります。 

（１） 市民 市内に在住する人、市内で働き、若しくは学ぶ人又は市内にお

いて事業若しくは活動を行う団体をいいます。 

（２） 執行機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいいます。 

（３） 市 議会及び執行機関をいいます。 

（４） 参画 市民としてまちづくりの企画の立案から実施、評価までの各過

程に主体的に参加し、意思決定に関わることをいいます。 

（５） 協働 市民及び市がそれぞれの役割と責任を自覚し、互いの主体性を

尊重しながら、対等の立場で協力し合うことをいいます。 

（６） コミュニティ 地域又は共同体意識を基盤としたつながりのもとで自

主的に形成された組織であって、公益性を有する活動を行うものをいいます。 

【本委員会・小委員会で挙がったご意見】 

・定義の内容を具体化するべき（市民目線でわかりやすい表現に変更する） 

・地区公民館の幅広い活用を見据えて「事業者」の定義を追加 

→「事業者」の定義に伴い「市民」の書きぶりを見直し 

・「自治」の定義を新規追加 

・「協働」「コミュニティ」について具体性を持たせるべき 

・「コミュニティ」に含まれる「自治会」「まちづくり協議会（地域運営組織）」の定義化 

【見直し（案）】 

（１） 市民 市内に在住する人（以下「住民」といいます。）、市内で働き、若しくは学ぶ

人又は市内において活動する人若しくは団体をいいます。 

（●） 事業者 市内または市外で、○○○○、事業を営む個人及び法人その他の団体をい

います。

（●） 自治 市民が市政に参加し、その意思と責任に基づき市政が行われることのほか、

地域の課題について自らが考え決定し、主体的にまちづくりを推進することをいいます。

（５） 協働 まちづくりにかかわる多様な主体が、それぞれの役割と責務を自覚し、互い

の主体性を尊重しながら、対等な立場で協力して課題解決に取り組むことをいいます。 
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※第６項 コミュニティについて 

①地域コミュニティ、テーマコミュニティに細分化して定める 

【見直し（案）】 

(６) コミュニティ 地域又は共同体意識を基盤としたつながりのもとで自主的に形成さ

れた組織であって、公益性を有する活動を行うものをいいます。 

(６)の１ 地域コミュニティ 前号に定めるコミュニティのうち、一定の地域を基盤とし

た住民が構成員となって、地域づくり等を目的として活動する、自治会等の住民組織をい

います。 

 ア 自治会 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目 

 的として、市内の一定の区域を単位とした住民の地縁に基づいて形成された住民組織を 

 いいます。 

 イ 地域運営組織 地域の課題解決に向けた取組を行うことを目的として、市内地区公 

 民館の設置区域を単位とした住民や団体等で組織する、まちづくり協議会等の住民組織 

 をいいます。 

(６)の２ テーマコミュニティ 第６号に定めるコミュニティのうち、構成員が共通のテ

ーマを持ち、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的として活動する市

民活動団体をいいます。 

②コミュニティという用語は使用せず、「自治会」「まちづくり協議会（地域運営組織）」の

みを定める（第６項削除） 

※テーマコミュニティについては形態にも幅があり現時点では定めにくいことから、今後

の見直しの状況に合わせて検討する。 

【見直し（案）】 

(●) 自治会 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目

的として、市内の一定の区域を単位とした住民の地縁に基づいて形成された住民組織をい

います。 

(●) 地域運営組織 地域の課題解決に向けた取組を行うことを目的として、市内地区公

民館の設置区域を単位とした住民や団体等で組織する、まちづくり協議会等の住民組織を

いいます。 

※②の場合、前文第６段落内「コミュニティ」を他の言葉で表現すること、第１３条の書

きぶりについて見直しが必要 
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③ 事業者の役割及び責務について                        

【本委員会・小委員会で挙がったご意見】 

・第２条での事業者の定義追加に伴い、「事業者の役割及び責務」を追加 

【見直し（案）】 

第４章第●節 事業者 

（事業者の役割と責務） 

第●条 事業者は、地域社会にかかわる多様な主体の一員として、市民と協働し、まちづ

くりに参加することができます。 

２ 事業者は、地域環境に配慮するとともに、地域社会と協調し、その発展に寄与するよ

う努めます。 
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④ コミュニティについて           

第１３条 市民及び市は、コミュニティが自治に重要な役割を果たすことを認

識し、コミュニティを守り育てます。 

２ 市民は、コミュニティの活動への積極的な参加に努めます。 

３ コミュニティは、市民及び市と連携し、自らの活動の活性化に向けて取組

を進めます。 

４ 市長は、コミュニティの活動に財政的な支援その他必要な支援を行うよう

努めます。 

５ 市長は、地区公民館等をコミュニティの活動の拠点施設と位置づけ、その

充実及び強化に努めます。 

【本委員会・小委員会で挙がったご意見】 

・コミュニティが多様化しており、コミュニティに含まれる要素を整理したほうが良い 

・自治会とまちづくり協議会の立ち位置の違いが分かりにくい 

・自治会とまちづくり協議会における担い手としての役割について条文で明記することが

望ましい 

・ボランティア活動についてコミュニティの分類が必要（テーマコミュニティに含むか） 

【見直し（案）】 

（地域コミュニティ） 

第１３条の２ 地域コミュニティは、地域の特性を活かすとともに、連携し、協力して地

域の課題解決を図り、まちづくりの推進に努めます。 

２ 自治会は、自治の精神に基づき、住民相互の連絡調整を図るとともに、住民の福利を

増進することにより、豊かで住みよいまちづくりの実現に努めます。 

３ 地域運営組織は、地域の将来像を描き、地域における課題等について協議し、解決し、

及び地域の特性を生かしたまちづくりの実現に努めます。 

（テーマコミュニティ） 

第１３条の３ テーマコミュニティは、それぞれの特性を活かすとともに、自らの活動が

社会を担うものであることを認識し、その活動内容が広く理解されるよう努めます。 

※第２条で「コミュニティ」を定義しない場合、現条文を含めた見直しが必要。 

（第５章はコミュニティではなく、自治会やまちづくり協議会に関する条文として設定） 
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⑤ 危機管理について                           

第２４条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害その他の不測の事態（以下

「災害等」といいます。）から守るため、災害等に強い都市構造の整備並びに行

政及び市民の災害対応力の向上に努めます。 

２ 市長は、災害等に的確に対応するための体制を整備し、市民生活の安全確

保に努めるとともに、その対応に当たっては、市民と連携を図ります。 

３ 市民は、災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに地域において相

互に助け合えるよう、協力体制の整備に努めます。 

【本委員会・小委員会で挙がったご意見】 

・第１項について、「感染症」の用語を追加してはどうか。 

・第３項について、「協力体制の整備に努めます」は市民ではなく、市や住民組織ではない

だろうか。 

・第１項、第２項を集約してまとめることはできないか。（「市」と「市長」の違い） 

【見直し（案）】 

第２４条 市は、災害、感染症その他の不測の事態（以下「災害等」といいます。）から市

民の生命、身体及び財産を守るため、災害等に強い都市構造の整備並びに行政及び市民の

災害対応力の向上に努めます。 

２ 市長は、災害等に的確に対応するための体制を整備し、市民生活の安全確保に努める

とともに、その対応に当たっては、市民と連携を図ります。 

３ 地域コミュニティは、日頃から防災等に対する意識の高揚を図り、地域における協力

体制の推進に努めます。 

４ 市民は、日頃から災害等の発生に備えるとともに、災害等の発生時には自らの安全を

確保し、地域における相互の助け合いに努めます。 

※第２条で「コミュニティ」を定義しない場合、第２４条第３項の書きぶりの検討が必要

-6-



令和６年度 参画と協働のまちづくりフォーラム 

～ 地域防災とまちづくり（仮） ～

テーマ概要（案） 

令和６年能登半島地震、平成３０年７月豪雨等、全国的に大規模な災害が発生しています。

鳥取市でも令和５年台風第７号の影響により全域に大雨特別警報が発表され、警戒レベル５

「緊急安全確保」の避難情報を発令、多くの人が避難することになりました。

地域の被害を軽減する、災害に強いまちづくりを目指すためには、地域内の日常的なつな

がりや支え合いの重要性を認識し、住民１人ひとりがまちづくりに取組む意識（自助）をも

ち、隣近所で力を合わせて楽しく取組んでいく（共助）ことが重要です。

本フォーラムが、地域で取り組む「まちづくり」と「防災」のつながりについて考えるき

っかけの場となることを目的とします。

協議事項① 目的 

「誰（参加者）」に対して「何を目的として」フォーラムを開催するか 

・市民全般 

・自治会やまちづくり協議会関係者 

・その他 

協議事項② 日程 

大まかなスケジュールについて 

・開催時期の決定  （     月頃） 

・フォーラムの進め方（実行委員会の立ち上げ）

協議事項③ 

フォーラムの内容について 

・講演会 

・事例発表 

・パネルディスカッション 

・アトラクション （※お楽しみ要素の検討）

■講師・パネリスト（案） 

・有識者（地域共生政策アドバイザー、中ノ郷地区公民館職員） 

・NPO（とっとり震災支援連絡協議会 など） 

・自治会、まちづくり協議会（佐治地区、美保南地区 など） 

・大学関係（学生含む） 

・県・市社会福祉協議会 

・市関係部署 
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令和６年 月 日 

市民自治推進委員会資料 

（ 協 働 推 進 課 ） 

地区公民館の幅広い活用に向けて 

（令和６年度からの地区公民館の使用について） 

１．これまでの経過・概要 

協働のまちづくり元年（平成２０年度）から１５年が経過し、人口減少、年齢構成や家族構成の

変化など、地域を取り巻く環境は大きく変化しています。そのような中で、地区公民館は地域コミ

ュニティの維持と持続的な発展を維持するセンター的な役割や、地域の防災拠点としての役割など

が求められています。 

このことを踏まえ、地域組織を支援する取組の一環として、令和元年から地区公民館のあり方の

検討を進め、地区公民館をより幅広いニーズに柔軟に応える施設とすることで、地域の活性化、生

涯学習事業の充実等につなげることや、福祉、防災などの地域課題の解決等が図られるように、本

年１２月の市議会において地区公民館の新たな条例を制定しました。

この見直しによって、複数地区での合同事業の開催や、民間事業者等への貸出、営利活動など、

新しいニーズに応えることができ、地区公民館が、これまで以上に多様な主体とつながることで、

地域課題の解決や新たな魅力の創出などにつながる施設になることを期待しています。 

令和６年４月からは、この新たな地区公民館の条例に基づく運用となります。 

２．主な変更点 

① 地区公民館を幅広く活用していくため、現行の社会教育法に基づく公民館条例を廃止し、新

たな「地区公民館条例」を制定しました。 

② 施設の名称は、「地区公民館」のままとします。 

③ 施設の所管を教育委員会から市長部局へ移管します。ただし、地区公民館で行われる生涯学

習事業は、引き続き教育委員会と連携しながら推進していきます。 

④ 利用制限を緩和し、公民館を利用できる対象範囲を拡大します。 

⑤ 営利目的で公民館を使用する場合は、施設使用料を徴収します。 

３．公民館の使用について 

令和６年４月からの地区公民館の使用は以下のとおりとなります。 

№ 項 目 使用料 必要書類等 受付可能時期 

１
対象区域の住民が地域活動・社会教育活

動で使用 
無料 使用申込書 使用日の１年前から 

２
対象区域外の住民・営利を目的としない

団体が地域活動・社会教育活動で使用 
無料 使用申込書 使用日の１か月前から 

３
個人・営利を目的としない団体が地域活

動・社会教育活動以外で使用 
有料 

利用者登録申請書、

使用申込書 
使用日の１か月前から 

４
個人・営利を目的としない団体が営利目

的で使用 
有料（２倍）

利用者登録申請書、

使用申込書 
使用日の１か月前から 

５ 民間企業が使用 有料（２倍）
利用者登録申請書、

使用申込書 
使用日の１か月前から 
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協働のまちづくりガイドライン 取組状況（令和５年度）
【柱１】地域コミュニティ活動の支援
【まちづくり協議会】

取組施策 取組状況等

①地域コミュニティ計画に基づき、地域の身近な課題解決に向けた取組に対して
財政的・人的に支援します。

・各まちづくり協議会（地域運営組織）が取り組む活動等に対する補助 を交付する。
（運営助成 ５万円、活動助成 40万円）
・公 館職員が事務局として地域のコミュニティ活動を 援する。

②学びの成果を かした住 主体のまちづくりを推進するため、地域のニーズをふ
まえつつ 括交付 事業の拡 を図ります。

・ 括交付 を検討している地区に市職員が出向いて説明を っている。
（令和５年度説明実施 9地区）
・ 括交付 実施地区（令和5年度は13地区が実施）の公 館職員による意 交換を通じて、事業の効
果を確認するとともに、現場の声を事業に反映させている。

③取組の活性化や 直し等を 的とした研修会やフォーラムを開催します。

・参画と協働のまちづくりフォーラム・啓発事業の実施
（令和4年度）「これからの地区公 館は 」をテーマに啓発番組を放送。
（令和5年度）令和6年度のフォーラム実施に向けて準備を進めている。
・参画と協働のまちづくりに関するDVDを貸し出し、地域における学習を支援している。

④地域に合った組織体制やコミュニティ計画の 直しを検討する地区に対して、
必要に応じてアドバイザーを派遣します。

・地区からの要請に基づき、アドバイザーや市職員を派遣している。
アドバイザー派遣 2地区（令和4年度 醇 地区、令和5年度 勝部地区）

⑤地域拠点施設の管理運営を おうとするまちづくり協議会に対して、必要な 
援を います。

・佐治地区において、地域拠点施設の管理運営を担うＮPO法 に対して指定管理料を 出する。
・公 館職員と同様に施設職員のスキルアップを 的とした研修を実施している。

⑥積極的に地域課題の解決へ取り組むまちづくり協議会を後押しするため、新た
な支援のあり方を検討します。

・まちづくり協議会が柔軟に活動できるように、地域拠点施設の幅広い活 を 的とした 直しを い、令和6
年度からの運 開始を予定している。

⑦持続可能なまちづくりに向けて、地域共生社会の実現に向けた取組を支援し
ます。

（令和4年度）
・地域共生社会の実現に向けた啓発として研修を実施（市地域福祉課主催）
・参画と協働のまちづくり啓発事業として、「これからの地区公 館は 」をテーマに啓発番組を放送。
（地域共 社会の実現に向けた拠点としての地区公 館の役割）
（令和5年度）
・ 取市地域共 社会推進会議の設置（事務局 市地域福祉課）
・鳥取市社会福祉大会にて、地域共生社会をテーマとする講演を開催
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【町内会（自治会）】
取組施策 取組状況等

① 治連合会等と連携して町内会の加 率の向上に向けて取り組みます。

・市内転入者への自治会加入チラシの配布や自治連合会への加入促進の取組を実施している。
・公益社団法  取県宅地建物取引業協会東部 部、 治連合会、市の三者で「 治会への加 促進に
関する協定」を締結し、分譲住宅やアパート建設などの際に開発事業者を通じて 治会加 の働きかけを っ
ている。

②地域コミュニティの維持や活性化を目的とした活動に対して支援します ・ 治会が実施する納涼祭や環境整備などの取組に対して補助 を 出している。
（令和４年度実績 168町内会、3,759,000円）

③市から町内会への依頼内容及び依頼 法の 直しに取り組み、町内会の負
担軽減を図ります。

・全庁で配布物や依頼事項の精査に取り組んでいる。
・公 館 の 選に公募制を導 し、 治会役員の負担を軽減に努めている。

【柱２】テーマコミュニティ活動の支援
取組施策 取組状況等

①「アクティブとっとり」において、市 活動に必要な場、情報収集・発信の場の提
供を います。

・市 活動センターが作成するウェブサイトやチラシ等で情報を発信している。
・登録団体が使用できる活動スペースやロッカー等を確保している。
（アクティブとっとり登録団体数 143団体）

②テーマコミュニティの活動を 援するため相談会を開催するなど補助制度の紹
介やアドバイスを います。 ・市 活動センターにおいて、NPO ち上げや助成 申請などの相談会を開催している。

③地域の課題解決やまちの活性化のため、市 からの視点による 由な発想に
基づき提案された「まちづくり事業」に対して 援を います。

・市 団体の発案を実現するため、市 まちづくり提案事業（ 主事業部 ）による補助 を交付している。
（令和５年度補助 交付予定 ４団体）

④市 活動の社会的意義や重要性の認識を め、市 活動をより 層促進す
るため、市 活動の推進に顕著な功績のあった者を表彰します。 ・ 取市市 活動表彰要綱に基づき該当者を表彰している。

⑤テーマコミュニティ同士が情報共有できる場を増やし、事業連携や新規活動の
きっかけづくりを促進します。 （検討中）

⑥市 活動を える市ボランティア・市 活動センターや県 活動活性化セン
ターとテーマコミュニティに関する情報を共有し、支援体制を強化します。 （検討中）

⑦市政運営の課題の解決に向けて市と協働で取り組むテーマコミュニティに対する
補助制度を充実します。

・市 まちづくり提案事業（協働事業部 ）について、市との事前相談を 分に うとともに、伴 型の 援
制度として運 している。
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【柱３】ボランティア活動の支援
取組施策 取組状況等

①市ボランティア・市 活動センターと連携して、ボランティアマッチングの充実を図
ります。

・ボランティアへの参加を 援し、活動を広げる機会となるよう、市 活動センターにおいて、ボランティア参加企画
や講座・交流会を実施している。

②ＩＣＴを活 した情報発信を うことで、市 が活動に参加できる機会を増
やします。 ・市 活動センターが作成するウェブサイト・公式LINE等を通じて情報発信を っている。

③市 活動の社会的意義や重要性の認識を め、市 活動をより 層促進す
るため、市 活動の推進に顕著な功績のあった者を表彰します。≪再掲≫ ・ 取市市 活動表彰要綱に基づき該当者を表彰している。

④市 が安 してボランティア活動、市 活動に取り組めるよう、活動中の傷害
や損害賠償責任に対する補償制度を設けます。 ・補償制度に加 し、安 してボランティアや市 活動を うことができる環境づくりに取り組んでいる。

⑤鳥取市に災害が発生した際には、市社会福祉協議会と連携して災害ボラン
ティアセンターを設置し、災害ボランティアの円滑な救援活動を 援します。

・災害ボランティアセンターを円滑に ち上げるよう、庁内関係課や県・市社協と協議している。
（令和5年度）:令和5年台 第7号に係る 取市災害ボランティアセンターを設置

⑥新規にボランティア活動する者を 援するため、市 が活動に挑戦する際に活
用できるハンドブックを作成します。 （検討中）

⑦持続可能な地域共生社会の実現に向けた取組を支援します。 ・参画と協働のまちづくり啓発事業として、「これからの地区公 館は 」をテーマに啓発番組を放送。
（地域共 社会の実現に向けた拠点としての地区公 館の役割）≪再掲≫

【柱４】市政運営の課題解決につながる活動への支援
取組施策 取組状況等

①各担当課において、積極的に市 との協働事業に取り組みます。 ・協働事業の必要性や事例について学ぶための職員研修を実施している。（毎年開催）

②市政運営の課題解決に向けて、関係課が連携して取り組みます。 ・各課が抱える課題の抽出及び聞き取り調査を い、関係課の連携を模索している。
（例 持続可能な公園の維持管理について）

③協働の必要性や事例について学ぶ職員研修を実施します。 ・協働事業の必要性や事例について学ぶための職員研修を実施している。（毎年開催）≪再掲≫
④自治連合会と協働して地域における課題を地区要望として把握・集約し、市
政や各課の業務へ反映させます。 ・地区要望を通じて地域の課題を把握し、改善に向けて検討・取組を進めている。

⑤ 政が提 する課題の解決に向けて市との協働で取り組む事業に補助 を
交付します。

・市 まちづくり提案事業（協働事業部 ）について、市との事前相談を 分に うとともに、伴 型の 援
制度として運 している。≪再掲≫

⑥協働の視点をもった市職員の育成を図るとともに市職員とテーマコミュニティ等が
連携できる環境づくりに努めます。 （検討中）

⑦市政運営の課題解決や 政サービスの充実等に向けて 主的に取り組む事
業主体（コミュニティをはじめ市内を拠点に活動している事業者や団体）からの
提案を受け付ける制度を構築します。

・令和5年2 に 間事業者等からの提案を受け付ける窓 として、「公 連携デスク」を設置。

⑧ 期的な視点から町内会に過度な負担とならない形での 政サービスのあり
方について検討します。

・町内会への過度な負担を軽減するため、依頼事項の精査に取り組んでいる。
・町内会に依存しすぎない業務のあり方について検討している。
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【柱５】持続的な協働のまちづくりの促進（基盤整備）
取組施策 取組状況等

①協働のまちづくり推進本部を設置し、「市 と 政による協働のまちづくり」の実
現に向けて取組を推進します。

・協働のまちづくり推進本部を設置し、協働のまちづくりに向けた具体的な施策について協議し、全庁的に取組
を推進している。

②市 の附属機関として設置する市  治推進委員会において、参画及び協
働の推進に関する事項について調査及び審議し、協働のまちづくりを推進します。

・市  治推進委員会において、協働のまちづくり推進に向けた取組について協議を っている。
・市  治推進委員会において、４年に 度、 治基本条例が実態に即しているか調査、研究を っている。

③地域活動の拠点となる施設の管理運営について、地域のニーズや実態、特性
に応じた運営 法を選択できるような柔軟な仕組み（制度）をめざします。

・地域からの希望に応じて、地域と市で地域活動拠点の運営方法等について検討する。
（現時点では佐治地区のみ）

④市 や社会のニーズに応えるため、地域活動拠点となる地区公 館がより幅
広い 途で利 できるよう制度の 直しを図ります。

・各事業主体が柔軟に活動できるように、地域拠点施設の幅広い活 を 的とした 直しを い、令和6年度
からの運用開始を予定している。≪再掲≫

⑤「アクティブとっとり」において、市 活動に必要な場、情報収集・発信の場の提
供を います。≪再掲≫

・市 活動センターが作成するウェブサイトやチラシ等で情報を発信している。
・登録団体が使用できる活動スペースやロッカー等を確保している。
（アクティブとっとり登録団体数 143団体） ≪再掲≫

⑥「参画と協働のまちづくり」の重要性を考え、協働意識の向上を図ることを 的
とした研修やフォーラムを開催します。

・地域のあり方検討に関するDVDを貸し出し、地域における学習を支援している。
・地域からの要望に応えて職員が出向いた意 交換（研修）を っている。

⑦各種活動のコーディネーターとなる人材の育成、関係機関とのネットワーク化を
推進します。 （検討中）

⑧協働事業におけるＤＸを推進するため、アフターコロナに対応した環境づくりに
取り組みます。 ・地区公 館における公衆無線LAN（フリーWi-Fi）環境の整備を実施。（利 範囲の拡充）

⑨市との協働によって市政運営の課題解決や 政サービスの充実等に 主的に
取り組む事業主体（コミュニティをはじめ市内を拠点に活動している事業者や団
体）を対象とする相談窓口を設けます。

・令和5年2 に 間事業者等からの提案を受け付ける窓 として、「公 連携デスク」を設置。≪再掲≫

※令和6年1 24 時点
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